
たかおか出会い・交流サポート事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、対面による男女の出会いの場を提供するイベント等の事業に対して

必要な経費の助成をすることにより、積極的な交流の機会の増加を図るため、高岡市出会

い・交流サポート事業（以下「本事業」という。）に係る補助金（以下「本補助金」とい

う。）の交付に関し、高岡市補助金等交付規則（平成 17年高岡市規則第 32号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象事業） 

第２条 本補助金の交付の対象とする事業（以下「補助対象事業」という。）は、次のすべ

てに該当するものとする。 

(1) 参加対象者は、18歳以上の独身の男女であること。 

(2) 参加者数が 20名程度で、男女の数が概ね同数であること。 

(3) 実施場所が高岡市内であること。 

(4) 参加者同士が交流する企画を含むこと。 

(5) 参加者を広く一般から募集すること。 

(6) 事業の実施前に、ホームページやＳＮＳ等で情報発信を行うこと。 

２ 補助事業が、次の各号のいずれかに該当する場合は、交付の対象外とする。 

(1) 宗教活動、政治活動、選挙運動が目的であるもの 

(2) 公序良俗に反する又は社会通念上適当でないと認められるもの 

(3) 高岡市及び他の公的機関が交付する補助金等の交付を受けているもの 

(4) その他市長が不適当と認めるもの 

（補助対象事業者） 

第３条 次に該当する補助対象事業の実施者（以下「補助事業者」という。）は、本補助金

の対象外とする。 

(1) 営利を目的として結婚相手紹介業を営むもの 

(2) その他市長が不適当と認めるもの 

（補助金対象経費） 

第４条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、本事業の実施に要す

る経費のうち、別表に定めるとおりとする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費の２分の１の額と、次項に定める上限額とを比較して

少ない方の金額とする。ただし、算出された額に千円未満の端数が生じた場合には、これ

を切り捨てるものとする。 

２ 補助金の上限額は、５万円とする。 

３ 補助金の交付は、同一の補助事業者につき同一年度内に２回までとする。 



 （交付の申請） 

第６条 本補助金の交付を受けようとする者は、たかおか出会い・交流サポート事業交付申

請書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の交付申請書には、規則第３条第１項に掲げる書類を添付しなければならない。 

（交付決定の通知） 

第７条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、交付が適当と認めるとき

は、予算の範囲内において補助金の交付決定をするとともに、たかおか出会い・交流サポ

ート事業交付決定通知書（様式第２号）により、当該申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の審査により補助金の交付が適当でないと認めるときは、補助金を交付し

ない旨を申請者に通知するものとする。 

（補助対象事業の変更等） 

第８条 補助事業者は、補助金の交付の決定を受けた後において、補助対象事業の内容若し

くは予算の変更又は補助対象事業の中止若しくは廃止をしようとするときは、たかおか

出会い・交流サポート事業補助事業等変更（中止・廃止）承認申請書（様式第３号）を市

長に提出して、その承認を受けなければならない。ただし、市長が当該変更を軽微な変更

と認めるときは、この限りでない。 

（実績報告） 

第９条 補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、たかおか出会い・交流サポート事

業補助事業等実績報告書（様式第４号）に収支決算書その他市長が必要と認める書類を添

えて市長に報告しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第 10条 市長は、前条の実績報告を受けたときは、その内容を審査し、及び必要に応じて

調査等を行い、補助対象事業が適切に実施されたと認めるときは、補助金確定通知書（様

式第５号）により補助金の額を通知するものとする。 

（補助金の交付請求） 

第 11条 第６条の規定による通知を受けた補助事業者は、補助金の交付を受けようとする

ときは、たかおか出会い・交流サポート事業補助金請求書（様式第６号）を市長に提出し

なければならない。 

２ 市長は、特に必要があると認めるときは、前項の規定にかかわらず、第６条の規定によ

る通知に係る金額の範囲内で、補助事業者の請求に基づき、概算払により補助金を交付す

ることができる。 

３ 前項の概算払を受けようとする補助事業者は、たかおか出会い・交流サポート事業補助

金概算払請求書（様式第７号）を市長に提出しなければならない。 

４ 市長は、概算払を行った補助金について、前条の規定により確定した補助金の額をもっ

て当該補助金の精算を行い、不足があるときはその請求及び交付については第１項及び

次条の規定を準用し、過払いがあるときは速やかにその額を戻入させるものとする。 



（補助金の交付） 

第 12条 市長は、前条第１項の規定により請求書の提出を受けた場合において、これを審

査し、適当であると認めるときは、補助事業者に当該請求額を交付するものとする。 

（関係書類の整備等） 

第 13条 補助事業者は、補助対象事業の施行状況及び経費の収支に関する帳簿その他関係

書類（市長が別に指示する書類を含む。以下同じ。）を整備し、当該補助対象事業の完了

した日の属する会計年度の翌年度の初日から起算して５年間これを保管しなければなら

ない。 

（決定の取消し等）  

第 14条 市長は、規則第 17条に基づき、補助対象事業に係る補助金の交付の決定の全部又

は一部を取り消すことができる。  

２ 前項の規定は、第 10条の規定による補助金の確定があった後においても適用する。  

（補助金の返還） 

第 15条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該

取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、補助事業者に対し期限を

定めてその返還を命ずるものとする。  

２ 市長は、第 10条の規定により交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にそ

の額を超える補助金等が交付されているときは、補助事業者に対し、期限を定めてその返

還を命ずるものとする。 

（報告、検査及び指示） 

第 16 条 市長は、必要があると認めるときは、補助事業者に対し質問をし、報告を求め、

若しくは補助対象事業の施行上必要な指示をし、又は第 13条の帳簿その他関係書類につ

いて検査することができる。 

（補助金の流用の禁止） 

第 17条 補助事業者は、交付を受けた補助金を他の用途に流用してはならない。 

（その他） 

第 18条 この要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、市長が別

に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年５月８日から施行する。 

（この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和７年３月 31日限り、その効力を失う 

３ 前項の規定にかかわらず、この要綱の失効前に補助金の交付決定を受けた者にかかる

規定は、この要綱の失効後も、なおその効力を有する 

 



 

  附 則 

 この要綱は、令和６年３月 31 日から施行する。 

 

 

経費区分 内容 

報償費 講師謝礼等 

消耗品費 事業の実施に必要な消耗品費（金券等を

除く。） 

燃料費 灯油代等 

印刷製本費 チラシ、ポスター制作費、コピー代等 

広告料 広告宣伝料等 

保険料 損害保険料等 

使用料及び賃借料 会場使用料、車両賃借料、設備賃借料等 

原材料費 事業の実施に必要な原材料 

その他 市長が必要と認める経費 

 


